
有機炭素の地球化学（その 1)

1 はじめに
宇宙、 地球、海洋に関わる化学研究

では、元素の分布を支配する法則、い
わゆる元素の賦存則の発見に格別の深
い味わいがある。賦存則が発見される
とそれを核にして、それまで模糊とし
ていた数多くの観測事実が一気に一つ
の体系として凝集し、新しい自然感や
宇宙観を誘うと同時に、次に続く研究
の魅力ある方針を示唆するからである。
1908年から 1924年にかけて、 Clarke

は地殻の厚みを 10マイルとし、ここに
含有される元素量を推計 した。元素の
地球存在度、いわゆるクラーク数の提
示である。この存在度に規則性を求め
た O ddo は、 1914年、原子番号が偶数
で、しかもその原子量が4 でほぼ割り
切れる元素が、地殻全体の 86.5％以上
を占めることに気づいた。 1917 年、
Harkinsは、同様の賦存則が地球圏外か
らもたらされる隕石でも認められるこ
とを明らかにし、宇宙全体における化
学元素の同一性の認識を一層確かなも
のにした。
Vemadskii [  1] は、地質学者 Siibが提

唱した＂生物圏＇という術語を取り上げ
て、地球化学における生物現象の取り
扱い方を提案している。曰 く、＂地球化
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学では、 生物の機能にしたがって均質
有機物と不均質有機物の 2つに分けて、
生物をその量、組成元素、およびエネ
ルギーによって表示すれば、 岩石や鉱
物と同様な方法で研究対象とすること
ができる＂、＂均 質有機物は、たとえば
単ーな鉱物または岩石に相当し、不均
質有機物は均質有機物の混在するもの
とみなすことができるから、生物と岩
石はこの意味で完全な類似を有する＂、
＂生物は移動性 岩石ともいうべきもの
である＂ 。生物質、いわゆる有機炭素の
地球化学がこの時期を境にして始まっ
たといえる。
1884年、 Dittmer [2] は地球全体にわ

たる海域から採取した77件の海水試料
を化学分析し、‘‘海水の濃度は海域に応
じて変化するが、溶解している物質の
混合割合は世界中の海で偏りなく一定
に保たれている”という法則を導いた。
主要成分 Na, K, Ca, Mg, S, Cl に関する
海水中の元素賦存則の発見である。
Goldschmidt とIshibashiは、ほぽ同じ

時期に、海水の少量並びに微量成分元
素に関する研究を進めている。
Goldschmidtは、原始海水が造床鉱物を
風化し、破屑岩と化学的沈殿物を堆積
させて今日の海水組成に至ったとする
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過程を提案し、他方、 Ishibashiは、＂海
水には全ての元素が含まれる＂、＂海水
は流れる鉱脈である＂との見通しに立
って、微量から痕跡成分にまでおよぶ
元素の分布を精査し、 57元素について
溶存量を確かめた。Ishibashi とその共
同研究者ら (3] は、海水中の元素組成
についてクラーク数や Oddo-Harkins則
に相応する規則性を認めることはな
かったが、周期表第 1、II、VII族元素の
族内では、＂元素の溶存 量の対数値がそ
の元素の原子番号に直線比例する＂
との賦存則を見出し、さらにこの法則
を援用して、海洋年令（約 30億年）の
推定に成功している。
栄養塩元素の賦存則として、 Redfield
らの提案は重要である (4]。海洋プラン
クトンの元素組成を精査した Redfield
は、海水中の栄養塩元素は生物の基礎
生産による取り込みと生物の代謝によ
る分解再生が組み合った循環過程に
沿っているはずであるから、栄養塩元
素の中核となる C,N,P は、生物の元素
組成そのものに強く支配されるに違い
ないとの考えに立ち、海洋プランクト
ンの元素組成比を基準にすると、栄養
塩元素の観測結果を体系的に見通すこ
とができると提案している。化学式を
使ってその要点を示すと、
(C凡0) 106 (NH3) 16几P04 +  13802 
こ106 C O 2 +  16 H N 0 3  +  H l 0 4 +  1 2 2 H p  
となる。左辺は、今日にいうところの
有機生命環境を、また右辺は無機地球
環境を代表するものと解してよい。右

類、バクテリア）による分解無機化の
過程である。左右両辺の物質量の収支
は、係数の最も小さい元素 P を基準に
すると理解しやすいが、実際にもその
通りであって、 N や C は大気を通して
地球圏を比較的速く移動するのに対し
て、元素 P は海水や地殻を通して移動
するのでその動きは極端に緩慢であっ
て、他の二者の元素の動きを律するこ
とになる。
水圏の栄養塩元素の分布は、このよ
うにして Redfield比 (P: N :  C  =  1  :  16: 
106) に照らして考察することになる
が、陸域との相互作用の強い水域を中
心に多くの水系で、この比が厳密には
成立しない。とりわけ、 C の変化は複雑
であって、 Redfield比から大きくはず
れることが多い。目下、水圏の有機炭
素の研究がこの点を手掛かりにして精
力的に推し進められている。
本稿は、以上の事情を背景に据えて、

溶存態有機炭素 (DOC) 研究の現状と
動向を、降水、地下水、河川、湖沼、河
口域、海洋に分けて概観するとともに、
この研究領域が炭素の地球化学的研究
全体の中に位置する姿を描くための資
料として、用意したものである。

2 大気と降水中の有機炭素
降水は、漏斗などの集水器を取り付

けた試料瓶を高所や屋上に置いて採取
する。集水器をフラクションコレク
ターに連いでおくと、時間の経過に
沿って D O C の変動を追うことができ

辺から左辺への変化（←) は独立栄養 る。
生物（植物）による基礎生産、その逆
の変化（→) は従属栄養生物（動物、菌
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降水中のD O Cは、大気中の有機物が
雨滴に溶解したものと大気降下物の混



合物と考えて良い。降水中の D O C は
100~300 ppb といった、測定に困難を
伴う程の低濃度であるので、その測定
例は少ない。むしろ降水中では、 有機
化合物を、たとえばカルボン酸類に特
定して、これらの由来や濃度の意味を
地球化学的に議論する研究が多い。
イタリアの Brocco とTappa [5] は降

水中のギ酸と酢酸をイオンクロマトグ
ラフィで測定し、その濃度と大気中の
濃度との関連に着目 している。すなわ
ち、大気中でそれぞれ 0.02~1.2 と
0.3~4.1 ng/1 であったギ酸と酢酸は、降
水中において 0.1 ~1.1 と0~2.3 mg/1 と
なり、両者とも降水に移って106倍に濃

心分離し、その上澄みとして採取する
[9]。湧出水の採取には周囲の水が混入
しないように工夫 した採水器 seepage
meterが使われる [10]。
降水や河川水が大地に浸透して形成
される地下水は、大気との接触が絶た
れていること、移動の速度がきわめて
遅いことの 2 点で地表水と好対照をな
す試料となる。両者を比較すると帯水
層で進行する固有の化学過程を浮き彫
りにすることができるのはこのためで
ある。帯水層の主たる反応は、 土壌お
よび造床鉱物への化学吸着とイオン交
換、ならびに地中に生息する微生物に
よる有機物の分解代謝である。

縮されると報じている。またエアロ 降水中で200~300ppbであった D O C
ゾルや気休中の有機成分の研究から、 の濃度は地下水中でもほぽ一定に保た
大気中の有機物の大部分は低分子量の れるが、両者の D O Cを比べると、その
ものであると結論している。 構成に顕著な違いがある。すなわち、
これに呼応するように、 Andreae ら 土壌固相と地下水相との間で D O C の

[6, 7] はその有機物の起源は、熱帯雨林 入れ替わりがあって、水相中 D O Cのか
地方では植物が産生するイソプレンで なりの部分が士壌粒子に吸着して、逆
あると考えている。実際にアマゾンの に、ほぼその量に見合うだけの D O C
熱帯雨林上空で、イソプレンの光酸化 が、 土壌中有機物の分解生成物として
により 生成すると思われるピルビン酸 付加される。吸着除去される有機物に
やギ酸、メタクリル酸を検出している。 ついては精細な研究が多数ある。総じ
その他、上空の光酸化により、プロビ て、優先的に土壌に吸着される有機物
オン酸、シュウ酸、マロン酸などに代 は高分子量のもの、芳香環を多く持つ
表される一群の低分子量のカルボン酸 もの、疎水性のものと考えて良い [11]。
類が生成される [8]。このように、大気 他方、 土壌から付加される有機物の代
中の有機成分の主要部分は水に可溶性 表はフミン物質［次頁脚注］である。フ
である。 ミン物質は、銅イオンや亜鉛イオン、

鉄イオン等の錯生成に強く関与し
3 地下水中の有機炭素 [12a]、これらの金属イオンの土壌への
試料は井戸から汲み上げて採取するの 吸着を妨げる [12b] 反面、土壌粒子に
が一般的である。また、間隙水は、湖 吸着して金属イオンの吸着部位を新た
沼の底泥試料を 600G程度で約 1時間遠 に形成する [12c] ことによって、金属
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イオンの地下水からの除去を促進する
こともになる。

4河川水（流水）中の有機炭素
河川水は、地表を洗った降水と地下

からの湧出水から成る。通例、前者が
河川水の主要部分を占めるので、河川
水の D O C は流域の地質、降水量、季
節、さらには人為活動の影響を受けて
著しくしかも複雑に変化する。併せて、
支流の合流による影響を考慮する必要
がある。
McKnight ら [14] はコロラドの酸性

河川が中性河川に合流する地点を調査
し、 D O Cの懸濁物への吸着除去過程を
論じている。つまり、 合流するそれぞ
れの河川における D O C の濃度と河川
の流量を考慮し、その成分が保存的に
混合した場合の予想濃度を求め、実測
濃度と予想濃度との差から混合域での
化学過程や生物過程を論じるのである。
しかしほとんどの河川は、上流から下
流へ到達する間に多くの河川と合流す
るので、河川水中でのD O Cの変化を厳
密に論じるのは容易ではない。
河川水中の D O C を増大させる要因

は、水中植物による基礎生産、流路の
浸食による士壌有機物の溶出、フミン
物質を含む地下水の流入、生活排水の
混合付加などである。他方、減少させ

る要因は、水中微生物による有機物の
酸化分解、懸濁粒子への吸着と沈降、
多量の降水による希釈である。
河川水の D O C に関して最も典味が

持たれるのは、独立栄養生物（植物）に
よる D O Cの生成と、従属栄養生物（動
物、菌類、バクテリア）による D O Cの
分解との両者が、河川流路に沿ってど
のように釣り合っているのかという点
である。
小河川上流の急流域では、 D O Cの供

給すなわち植物の基礎生産はほとんど
無視できる。しかし、流速の減じる夏
季渇水期にはこの影響を無視し得なく
なる。
他方、常時一定の流量を保っている

大きい河川では、上流において 300ppb
程度であった D O C [15] は、下流に向
うにつれて増加し 1p p mを超える [16]。
多摩川の下流のように、 l O p p mに達す
ることもある [16]。この増加の主因は、
河を下るにつれて河幅が増し、大量の
水が緩やかに流れるようになって水中
植物による基礎生産の条件が次第に
整い、これが微生物による D O Cの分解
を凌駕するためである。実際、
Murakami ら [17] は、東日本の勾配の
緩い 3河川（雄物川、最上川、信濃川）
と長良川の浮遊珪藻類を夏季に観測し
た。上流では付着藻類のみであったの

注：フミン物質は土壌（湖底、海底の堆積物を含む）有機物の分解によって生じ、実験室内の酸及
びアルカリによる抽出操作によ ってさらにフミン酸、フルボ酸、フミンに分画される。すなわち、
アルカリ性で溶解し、酸性で沈殿するものをフミン酸、液性に関係なく溶解するものをフルボ酸、
また、全く溶解しないものをフミンと呼ぶ。フミン物質はカルボキシル基やフェノール性水酸基を
有する高分子化合物であると考えられるが、官能基の配置など詳しい構造はわからない。フルボ酸
( M W =  500~2000) はフミン酸 ( M W = 2000~ 10000) より低分子量であって、水匿に存在するフミ
ン物質の大部分（約 40%) を占める [13]。
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が下流へ向うに従って珪藻が目立って
増加する。そしてこの増加の割合が河
川容量／流量比と、流達日数に関連づけ
られている。
日本の山地渓流の D O C を測定した

例として、安田ら[ 15] による小下沢
（東京都八王子市）の報告がある。小下
沢は、多摩川の支流南浅川の上流に位
置する］II幅 l～数 m の渓流である。こ
の川の一年間の D O Cの変動は 0.3 ~ 1.4 
p p m、平均は 0.47 p p mであった。また
付着藻類による一次生産 （現地性有機
物）、呼吸量、陸上植物からのリターの
供給量（外来性有機物）などを併せて測
定し、この地点における有機物収支を
詳しく見積もり、この水系の有機物の
収支が季節ごとの生物の活動に加えて、
流量に大きく影響されると結論してい
る。すなわち、秋季から春季にかけて
の低～中流量時には、有機物の供給は
流出を上回るが、 高流量となる夏季に
は、それまでの有機物のほとんどが下
流域へ流出する事が分かった。すなわ
ち、河川水中の D O C は夏季で高くな
り、冬季に低くなる。この変化の幅は
4 ~ 5倍である。
日本の河川はほとんどのものが短く、

総じて急流である。大河川についての

均 0.5 p p m、後者は平均 2.7 p p mであっ
て、両者とも流域による濃度の変化は
小さいことが分かった。他方、懸濁態
有機炭素の総量 (FPOC とC P O Cの和）
は、アマゾン川本流で流入河川より大
きく、これは本流における生物生産に
よるものである。逆に本流の D O Cは低
く、本流と支流の単純な混合から見積
もった値の約 5 0 % である。すなわち、
アマゾン川本流ではP O Cの産生は盛ん
であっても、 P O Cから供給される D O C
は次々に消失していることになる。

5．湖沼水（停滞水）中の有機炭素
河川が下流に到って流速が減じ、つ
いに水の滞留時間が数日を越すように
なるになると湖沼となる。前節で述べ
たように、河川の D O Cの変化は流路の
関数として研究されるのに対して、本
節で取り上げる湖沼のD O Cは時間（季
節）の関数として調べられることにな
る。また、水深が 1 0 mを超えるような
湖が寒冷域や温帯域に形成される場合
には、夏季と冬季に密度成層が起こり、
基礎生産の盛んな表面水層と有機物の
分解が優位となる深層水層が上下に分
離する。このときの湖沼の D O Cを観測
すると、現地性の有機物、つまりその

研究にはアマゾン川のような外国の事 水相中の水中生物によってそこで産生
例が必要となる。アマゾン河口とその されたものが、その同じ条件の深所で
2000km上流地点との間で 10件の試料 分解される様子を同時に観ることにな
を採取し分析すると、まずD O Cの濃度 る。
が4 ~ 5 p p mの間でほとんど一定してい Mitamura とSaijo [19] は、琵琶湖の
ることが分かる [18]。次に、粗粒子性 北湖と南湖のほぽ中心部に観測点を置
懸濁態有機炭素 (CPOC) と、 直径 63 μ いて、 1971年 6月からの 1年間、 D O C、
m 以下の微粒子性懸濁態有機炭素 溶存態有機リン (DOP)、溶存態有機窒
(FPOC) に分けて測定すると、前者は平 素 (DON)、および尿素を測定した。北
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湖の D O C は年平均 1.6 p p m、春から秋 琶湖底層から供給されるフミン物質は、
の成層時の表層における平均は 1. 7  水流によって瀬田川へと移る。台風な
ppm、底層は 1.4ppmであった。D O Cの どにより 一時的に多量の降雨がもたら
一部が底層で分解し、 表層より低くな されると、湖内のフミン物質は減少し、
る。一方南湖の年平均は 1.9ppmで北湖 瀬田川水中で増加する。フミン物質は
よりも裔いが、冬季循環期には南北両 各種金属イオンを錯生成、可溶化し、
湖の濃度は一致する。D O C はD O Nや 結果として植物プランクトンの大増殖
D O P に比較して季節変化が小さいこ を招 く。琵琶湖内の数地点でフミン物
と、北湖の DOC/DON比は平均 23.8、植 質濃度を観測した結果、フミン物質濃
物プランクトンの繁茂時には表層で 度の高い地点と赤潮の頻発する地点が
33.7となること、そして、この時期に選 一致する事を指摘している。底層水の
択的に D O N が分解され激減すること 影響を受けやすいような浅い湖沼では
が指摘されている。北湖の D O C / D O P D O Cの主成分はフミン物質である可能
比は平均 843、南湖では 496、どちらも 性が大き く、D O C濃度はフミン物質の
基礎生産の盛んとなる時に増加する。 多寡を示す指標となる。
また彼らは、微生物による分解を受け Satoh ら [25] は、アラスカの凍土地
にくい D O C が存在することを示唆し 帯に点在する湖沼の D O C を測定して
ている。 いる。この湖沼群はアラスカ最北端の
Nakanishi ら [20] は南湖懸濁物中の バーロー地域から始まり、内陸部を通

C : N :P比を測定し、 Healey らが定めた りアラスカ湾に突き出た海洋性気候の
藻類の構成比［21, 22] と琵琶湖懸濁物 キーナイ半島に及んでいる。彼らはこ
の比を比較した。その結果植物プラン の中から形態に特徴のある 16の湖沼を
クトンの栄養状態の季節変化が明らか 選び出した。これらの湖沼はいずれも
となり、夏季にリンが著しく欠乏する 水深が 3 m以下と浅く、試料はいづれ
様子を描いている。N a k a n o [23] は、 もO~ l mの深度から採取されたもので
1990年 2月から 6 月にかけて、北湖表 ある。彼らは D O C 濃度をもとにする
層 （水深 lm) においてバクテリアの個 と、これらの湖沼が汽水湖、着色湖
体数と生産量を測定し、両者が植物プ （湖水が茶色を呈ている）、透明湖、氷河
ランクトンの優占種と強く相関すると 湖の 4 群に分けられることに気づいて
述べている。 いる。すなわち、この中で最も D O Cが
しかし、同時に測定された D O C値 低いのは 1.1 ~1.5 p p mの氷河湖であ

は、 1~ 2 p p mの間で一定していてバク る。この D O Cは氷河の融解に由来する
テリアの活性には殆ど相関しないこと ものであること、これらの湖沼は共通
を示している。
冨田 [24] は、琵琶湖（停滞水）から

流出河川である瀬田川（流水）にかけ
て、 溶存フミン物質を調べている。琵
Transactions of The Research Institute of (43) 
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して低いクロロフィル -a濃度と高いリ
ン濃度 (19~ 84ppb) を有すること、さ
らにこのリンの大部分は生物学的に利
用されにくい形態のものであると報じ



ている。汽水湖の D O C濃度は 1.7~5.9
p p m、また氷河湖と同様に高いリン濃
度 (28~99 ppb) を有している。最も
D O C 濃度が高いのは着色湖 ( 7 ~ 4 6  
ppm) であって、 D O C濃度の季節変化
はほとんどない。着色湖の呈色は主に
フミン物質によるものであり、色の濃

域の D O C を塩分量に対して記点する
と、海水と河川水の単純混合に立脚し
た理論希釈直線上に測定値が並び、
D O Cが河口域において保存的に挙動す
ることが分かった。他方 P O Cの測定値
は理論希釈直線の下方に現れ、 P O Cが
凝集沈降や生物による分解などを通し

さは D O C濃度が高いことを示す。そし て減少する様子が示されている。
て生物学的に利用されにくい形態の有 落合ら [16, 29] は同じく東京湾へ流
機リン及び有機窒素が存在する。透明 入する多摩川と鶴見川の河口域におけ
湖の D O Cは l.4~19.5 p p m、クロロフ ィ るD O C とP O C を調べた。D O C に関し
ル -a は最大で 9.0 ppbであった。 ては、先の小川らの結果と同様に塩分
Satoh ら [26] は水深の浅い日本の湖、 量の増加に従って減少することを観測
山形県のシバクサ平の湖（平均水深 50 している。またアラビノースを外来性
cm) のD O Cを溶存炭水化物と併せて系 有機物の指標として採用し、 P O Cのう
統的に測定している。その結果、 D O C ちの懸濁態炭水化物 (PCHO) と懸濁態
は5月から 11 月にかけて 5.5 ~  10.8  p p m  アミノ酸 (PAA) を区別して測定する
の範囲で変動し、これによく相関して とともに、 P C H O を外来性 P C H O と現
溶存炭水化物が変化すること、そして 地性 P C H O に細分した。また、 P A A は
後者は常に前者の 14~ 22％を占めるこ D O C と相関することを見いだしてい
とを見出している。 る。

Zweifel ら [30] はバルト海に注ぐ Ore
6. 河口域での有機炭素ー D O C に対す 川の河口でD O Cの挙動を調べた。まず
る海塩の影響ー 沿岸から 5 k m沖合いの黒海の表層水の
河川水（淡水）が海洋へ流入すると D O C 濃度は、一年を通して 3.2 ~ 4 . 8  
き、 D O Cが変化する。河口域の D O Cを p p mの間で変化すること、そしてこの
塩分量と p Hの関数として測定すると、 変化は Ore 川の D O C値と連動してい
D O C濃度に対する海塩の影響を知るこ て、 D O Cが河口から海中に向かう過程
とができる。 で保存成分であることが判った。 D O C
海塩が河川水に作用するときの最初 が河口域で保存的に挙動するという報
でしかも最大の作用は、懸濁粒子やコ 告は多い [28b, 28c]。
ロイド粒子の凝析と、溶存成分の凝集 G u o ら [31] はメキシコ湾沿岸から湾
と沈殿の形成である [27]。しかし、こ 口に到る 13地点を対象にして、 D O Cを
れに伴う D O C の変化の詳細は永らく 分子量分画し、それぞれの成分の変動
知られることがなかった。 を調べている o  D O Cのっち M W = 1000 
小川と小倉 [28a] は東京湾河口域で 以上の、いわゆるコロイド状有機炭素

P O C とD O Cの挙動を調べている。河口 は塩分量の増加に従って減少すると報
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告している。
次に大きな効果は生物過程である。

Zweifel ら [30] は以下のようにしてこ
の効果を調べている。河川水起源の
D O Cを多く含む海水を、沿岸から 5 k m
沖合いの黒海の表層で採集し、イン
キュベータに入れて放置すると、数日
後には D O Cの 11 ~ 5 5％が消失する。河
川水を起源とする D O C はこのように
バクテリアによる分解を受けやすい性
質のものであり、さらにこのバクテリ
アの活動はリン酸と硝酸の濃度に支配
され、リン酸の濃度の高いときに D O C
の分解が促進されることが明らかにさ
れた。リン酸と硝酸が欠乏して未分解
のまま冬を越した有機物が、’' 難分解性
(refractory) 有機物＂として蓄積し、そ
の濃度はバルト海で 3.5 p p m であると
報告している。また同じバルト海内で
も岸から十分離れると D O C 濃度は沿

表層水には、水域の特徴が現れていて、
北大西洋で 1.8 p p m  [33]、北太平洋で
1.2 ~  1.8 p p m  [34]、赤道太平洋で 1.4~
1.8ppm [35、36、37] である。また、表
層 l()()～ 1000mの D O C は、深くなるに
連れて減少している [31, 33]。このこと
は、 P O C の酸化分解により生成した
D O Cが、かなり速く再酸化され無機化
されていることを示している。
深層水での 1 4 c の存在比から有機炭

素の年齢が6000年であることが分かり
[38]、深層水の D O C は "refractory" な性
質のものであると推測されている。
海洋の D O Cは、その滞留時間に応じて
数時間から 1 日以内の“易分解性
(labile)" のものと、数日から数週間の
“準分解性 (semi-labile)”、及び数年以上
の“難分解性 (refractory)＂のものに便
宜上分けられる [39]o D O Cの滞留時間
はバクテリアの活性により支配されて

岸地点の約半分に減少していて、大部 いて、 "labile" は、バクテリアにより優
分の D O C は沿岸邪で生物により分解 先的に利用される事と同義であると考
されることになる。 えて良い。逆に "refractory" とは、バク

テリア分解に対して耐性があるという
7．地球炭素のリザーバーとしての海水 意味である。
中の有機炭素 無機炭素を有機化して海洋に取り込
海水中の有機態炭素の大部分はD O C む経路を解明する上で "labile" D O Cが
で占められていて、地球上の炭素循環 重要視されている [40]。海水中の事例
を明らかにする上で見逃せない成分で ではないが、 Sondergaard ら [41] は、デ
ある。現在では D O Cが高温触媒燃焼法 ンマークの富栄養湖において "labile"
で自動測定が可能となり、水平分布は D O C を測定し、この成分は全 D O C の
もとより、様々な地点での鉛直分布が 5 ~ 9％であり、バクテリアの増殖量と
知られるようになった。 負の相関があることを報告している。
海洋の D O Cの分布の特徴は、採水地 しかし "labile" D O C は低濃度であるた

点や時期に関わらず水深 2 0 0 m以下の め、高温触媒法による D O C測定の誤差
深層水で 0.6~0.8 p p m とほぼ一致した の範囲に収まってしまい、直接測定は
値を与えることである [32]。しかし、 困難である。
Transactions of The Research Institute of (45) 
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分子量分画とバクテリア培養を併用
した実験の結果から、分子量 1000以上
のいわゆるコロイド状有機物が "labile"
D O Cの正体であり [42]、この分画には
多糖が多く含まれることが判明し
[43]、これを測定する試みがなされて
いる [44]。他方 "refractory''DOC はフミ
ン酸のようなものであると考えられて
いる。海水中の有機物にば蛍光を持つ
ものがあるということが知られている
が、蛍光を持つ性質はフミン酸に特
有のものであるためである [45]。
これまでの研究によ って D O C の海

洋中存在量が明らかになり、併せて
D O Cの滞留時間についての議論が進ん
だ。低濃度にも拘わらず炭素の循環に
大きく関わっていると考えられる "la-
bile" D O Cの本性に関する研究と並行し
て、 D O C の主要部分を占める "refrac-
tory" D O C の化学的性質ならびにその
由来についての研究が目下、精力的に
進められている。
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